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１ はじめに
少子化が進む日本において，出生率を上昇させ
ることが大きな課題となっている．世界全体では
依然として人口は増大しているため，地球環境と
いうことを考えるとするならば，これ以上人口が
増えない方が望ましいだろう．資源には限りがあ
るからである．しかし，人口が減るということは
直ちに経済成長が難しくなるということに直結す
るため，豊かさが維持できない可能性が高くなる
ことを意味する．実際，最近では，日本の経済の
現状に関して，一人当たり名目GDPでの世界ラ
ンキング低下や平均年収のランキング低下などが
報じられている．したがって，日本一国のことを
考えるならば，人口を維持するないしなるべく減
らさないことが大きな課題となる１．
そうしたことから，国は，出生率を上昇させよ

うと取り組み，様々な政策的な働きかけを行なっ
ている２．国は，希望出生率と呼んで出生率１．８を
目標として定めているが，２０１３年から２０１７年出生
率において，その目標を達成したのは，全国１７４１
自治体（２０２１年時点）のうち１４４にすぎなかった
（８．３％）．ちなみに，２０２０年の合計特殊出生率は
１．３４であり，２００５年に１．２６にまで下がって最低を
記録したが，２０１５年の１．４５まで盛り返し，そこか
ら再び低落傾向にある３．
ところで，石川県内において１．８を超えたの
は，１９市町の中でわずかに３つの自治体であり，
それは野々市市，珠洲市，そして中能登町であっ
た．中能登町は，以前から必ずしも出生率が高かっ
たわけではない．すなわち，近年，それは大きく
改善されたということを意味する．では，なぜ，
中能登町で出生率が上昇したのだろうか．本研究
の目的は，その原因を探ることにある．
この研究目的を達成するために，公的統計デー
タを利用するほか，主として子育て世代に聞き取
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り調査を行い，子育て世代にある方々が，子を産
み，育てることについて，とりわけ中能登町で子
育てすることについて，どのように考えているか
を明らかにし，そこから出生率上昇の要因を探る
こととする．

２ 問題の背景
２．１ 本研究の問い
中能登町における出生率上昇の要因を探ってい
く際に，まず注意しなければならないのは，人口
規模の小さい自治体では，数値が変動しやすいこ
とである．実際に，出生率１．８を超えた自治体で
も，人口規模が小さいところが多くを占めている．
人口規模の小さい自治体において出生数が多少増
えると，人口規模の大きい自治体に比べて，出生
率が上がりやすくなる．したがって，それは一時
的に出生率が上昇したという一過性の現象である
可能性も拭いきれないことである．
だが，中能登町においては２００３年から２０１７年へ
と一貫して上昇しており，たまたま一時的に出生
数が多くなっただけでもなさそうである．中能登
町の出生率の推移を確認すると，２００３‐０７年で
１．５８，２００８‐１２年で１．７２，そして２０１３‐１７年では１．８３
と大きく上昇している．
２００３‐２００７年には県内他市町に比べても必ず高
くなかった出生率が，２０１３‐２０１７年までになぜこ
れほど上昇したのか．そこでは，出生率上昇を促
すどのような変化があったのだろうか．

２．２ 出生率の動向
知られているように，現在の日本の人口が維持
されるためには，一人の女性が生涯に２．０７人を産
むことが必要となる４．けれども，かなり以前か
ら，それにはるかに及ばなくなったため，人口減
少が進むこととなっている．初めて２．０を切った
のが１９７５年で１．９１となり，１．５未満の水準になっ
たのが１９９３年である．２００５年に１．２６と最低水準を
記録し，それ以降は１．４前後で推移している．
石川県の状況に目を向けよう．２０１３‐１７年で，石
川県は１．５３で全国で２１位であった．その推移を，
全国の出生率とともに図１として作成した．それ
を見てみると，１９９５年に１．５を下回り，１．４５から
１．５ぐらいの水準で横ばいが長期にわたって続い

ている．

図１ 石川県と全国の合計特殊出生率
出所：厚生労働省「人口動態調査」をもとに作成

それでは，中能登町ではどうであろうか．一つ
注意が必要であるのは，中能登町は，２００５年に，
鳥屋町，鹿島町，鹿西町が合併して誕生している
ことである．旧町からの出生率の推移は図２に示
すとおりである．

図２ 中能登町の合計特殊出生率
出所：厚生労働省「人口動態調査」をもとに作成

これを，出生数でも確認することとする．中能
登町の出生数は，図３のとおり，２０１３年（平成２５
年）の１５５人をピークとして，年々徐々に減少し，
年から大きく減少している．むろん，出産期にあ
る中能登町在住の女性の数が減っていることが大
きな原因であると考えられる．
出生率を上げることは一つの目標であるには違
いない．けれども，出生数にも注目する必要があ
る．なぜならば，こうした傾向が続くとするなら
ば，たとえ出生率が上がったとして，人口減少を
大きく食い止めることにはつながらないからであ
る．したがって，若年人口を維持・増加させるこ
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とが大きな課題になろう．その時に必要とされる
のは，中能登町に留まる若者を増やすこと，中能
登町に戻ってくる若者を増やすこと，である．こ
うしたことを可能にするためには，いかなる条件
があるのだろうか．そのことも考える必要があろ
う．

３ 理論枠組み
３．１ 出生率低下の要因
出生率については，非常に重要な問題であるだ
けに，数多くの研究がなされている．そして，出
生率低下の要因として挙げられるのは以下の３点
である．すなわち，①未婚化の進展，②晩婚化の
進展，③夫婦の出生力の低下である（相川ほか
２０２２；阿藤 ２０１７；桐原 ２０２１）．
夫婦の出生力から取り上げると，それが低下し
たことは確かである．国立社会保障・人口問題研
究所の「出生動向基本調査」などでも，理想的な
子どもの数（理想子ども数）と，実際に持つつも
りの子どもの数（予定子ども数）を尋ねており，
その数は１９９０年代以降低下していることが指摘さ
れている（内閣府 ２００４：２３）．
この夫婦の出生力の低下には，さまざまな要因
が指摘されているが，もちろん，最大の要因とし
て晩婚化が関係していることは言うまでもない．
当然のことながら，晩婚化は晩産化をもたらこと
になる．そして，生殖に関する生物学的能力の問
題があり，生殖の期間が必然的に短くなると，子

どもを多くは設けられないことに帰結する．
そして，出生率低下の最大の原因は，未婚化に
求めることができるだろう．夫婦においては，実
際のところ，出生率は２．０を超えている．これも
よく指摘されるように，日本では，婚姻関係にな
く子どもを持つこと，すなわち非嫡出子を必ずし
も好ましく思わない傾向があり，非嫡出子は多く
ない．したがって，出生率の低下は，未婚化が非
常に大きな要因であることがこのことからもわか
るだろう．
未婚化に関しては，日本では，ある時期まで，
人口のほとんど，すなわち男女とも９８％を超える
人びとが結婚するような社会であった．それが
徐々に生涯未婚の人が増え，現在では，２０２０年国
勢調査による生涯未婚率は男性で２５．７％，女性で
１４．９％となったものである．生涯未婚率は男性で
１９９０年ごろから，女性では２０００年ごろから急増す
ることになった．
こうした未婚化，晩婚化，夫婦の出生力低下は
連関しているが，特に以下によって引き起こされ
ると考えられる（山田ほか ２０１３）．すなわち，①
仕事と子育てを両立できる環境整備の遅れや高学
歴化，②結婚・出産に対する価値観の変化，③子
育てに対する負担感の増大，④経済的不安定の増
大などである．逆に言えば，出生率を上げようと
するならば，こうした問題に対して有効である何
らかの対策をすることが必要となる．

３．２ 出生率上昇の条件
では，出生率を上昇させる条件として，どのよ
うなことが考えられるだろうか．

（１）結婚
まず，結婚が重要である．先に触れたように，
日本では結婚しないで子どもを作るということが
少ない．未婚で子どもを作ることがとても少ない
ので，未婚者が増えれば，当然出生率が下がるこ
とになる．すなわち，未婚者の増大は出生率上昇
への阻害要因である．逆に言うと，結婚する・で
きるということが，出生率を上昇させる条件であ
る．
結婚に向かうための条件として，以下のような
ことが挙げられるだろう．

図３ 出生数［単位：人］
出所：厚生労働省「人口動態調査」をもとに作成
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•結婚する相手がいる・みつかる
•結婚への志向が高い
•結婚しても仕事ができる
結婚への志向は，見合い結婚が主流であり，結
婚することが当たり前と考えられていた時代と比
べるなら，そうした志向が弱まってきたことは確
かである．国際比較を見ると，日本では他の先進
国と比べて，「必ずしも結婚しなくてもよい」と
する人が多い．しかしながら，結婚したくないわ
けではなく，いい相手がいれば結婚したいと考え
ている人が多数を占めている．

（２）中能登町への定住
つぎに，中能登町に定住してもらうことが必要
である．中能登町に人が住もうと思うこと，そし
て住み続けることができる条件はどのようなもの
であろうか．
•仕事がある
•中能登町にとどまる魅力がある
•中能登町にとどまる文化・風土（家意識などの
価値観）
•親族間関係がよい
•経済的安定性が得られる

（３）子育て環境
最後に，子育ての環境も重要であろう．子育て
の環境が整っていないところでは，子供を作ろう
とする動機づけが弱められてしまう．では，子育
てがしやすいということはどういうことであろう
か．以下のようなことが，主な条件になると考え
られる．
•子育て環境が良い
•子育てへの支援がある
•子を持つことへの志向が高い

３．３ 子育て支援事業
中能登町は，「出生率日本一」を掲げて，子育
て支援に取り組んでいる．中能登町で実施されて
いる子育て支援事業はおおよそ以下の通りである．
①延長保育事業
②放課後児童健全育成事業
③子育て短期支援事業
④地域子育て支援拠点事業

⑤一時預かり事業
⑥病児保育事業
⑦ファミリー・サポート・センター事業
⑧妊婦健診事業
⑨乳児家庭全戸訪問事業
⑩養育支援訪問事業
⑪利用者支援事業
⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 多様な事
業者の参入促進・能力活用事業

さまざまな事業が行われていることを確認する
ことができるが，中能登町は町民に対する調査票
調査を実施しており，そこで，「子どもを産み育
てやすい環境にするために必要なことは何ですか
（複数回答可）」と尋ねている．それによると，町
民の方々の回答では，延長保育・夜間保育・一時
預かりサービスの充実（５４．７％），医療費の無償
化（５０．５％），産婦人科や小児科など医療機関の
充実（４２．４％），子育てしやすい住環境の形成
（４１．４％）が上位に挙げられている（中能登町
２０２０：１０９）．これらは，概ね実現さているものも
多いが，産婦人科や小児科など医療機関の充実な
どは大きな課題として残されているだろう．

３．４ 仮説
本研究の目的は，中能登町で出生率が上昇した
原因を探ることであるが，今回はコストや労力の
制限もあり，大量のデータを収集して，仮説を検
証するようなタイプの研究を行うことができない．
従って，むしろ，いくつかの事例に対する質的調
査を行なって，そのデータに基づいて仮説を構築
するような形で研究を進めることになる．
しかし，もちろん，聞き取り調査を行うにあたっ
ても，調査を行うにあたって尋ねる質問は，背後
仮説に基づいて作成されるものである．以下，そ
れについて，若干触れておく．
出生率が上昇したということは，出生率を低下
させる要因とは逆のことを行なったということを
意味する．すなわち，先に触れた出生率低下の要
因に適切に働きかける対策を行なったと考えるの
が自然である．したがって，まずもって調べるべ
きことは以下のことになろう．
第１に，子育て世代における意識・行動の変化
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である．第２に，子育て環境の変化である．そし
て，第３に，中能登町の子育て支援政策の効果で
ある．

４ 調査データの分析
４．１ 研究方法
出生率上昇の要因を解明するという研究目的を
達成するために，本研究での研究方法として，以
下のような調査を行うこととした．

（１）子育て世代調査
まずもって，実際に子育てをしている世代の

方々にインタビューを行い，その世代の方々が子
どもを産むことや育てることに関して，どのよう
な意識を持っているのか，また，中能登町の子育
て環境や子育て支援政策についてどのように考え
ているか，その特徴を明らかにすることを目的と
した．

（２）若者調査
再び確認すると，日本では婚姻関係がなく子ど
もを産み，育てることは難しい．したがって，結
婚せずに子どもを持つことは少ないし，望まれな
い．つまり，結婚することが子どももつことの前
提となる．しかし，未婚者がますます増加してい
る．しかしながら，各種調査で示されたように，
若者は必ずしも結婚したくないというわけではな
い．若者の結婚や子どもを持つことに関する意識
を知るために，若者を対象としたインタビューを
実施した．
また，出生率上昇のためには，中能登町に定住
する人が増えることが望ましいため，若者の中能
登町に対する愛着意識や地元志向などについて知
ることも目的とした．

（３）高校調査（高卒後進路調査）
中能登町出身の若者が，高卒後にどのような進
路を取るのかを把握するために，中能登町に存在
する鹿西高校で聞き取り調査を行った．

（４）子育て支援担当部署調査
中能登町の子育て支援政策が効果を有している
かを確認する必要がある．実際に支援を受けてい

る人の評価を測定することが望ましいが，今回の
研究では実施することが難しいため，次善の策と
して，担当部署の方々に政策の評価を伺うことを
目的とした．

研究方法としては以上であるが，インタビュー
調査データ分析にあたっては，プライバシーに配
慮して，匿名化の処理を施している．また，個人
の特定につながりかねない情報と判断したものに
ついては，消去していることをお断りしておく５．

４．２ 子育て世代調査の分析
実際に，出生率が上昇した状況で，子を産み，
保護者に当たる子育て世代の方々５名に対して調
査を行なった．対象者は担当者によって紹介して
いただいた機縁法である６．コロナ禍という状況
もあり，インタビューはすべてZoom（Web会議
アプリケーション）で行った．許可を得て，動画
を記録している．時間は，各人とも，４５分から６０
分程度である．
少数の事例であるので限界も多いが，調査対象
者には，非常に色々なタイプの女性が含まれてい
た．すなわち，中能登町出身者もいれば，そうで
ない方もいる．年齢層は，３０代と４０代であった．
子を作り，育てるのは，女性だけではないので，
男性にも調査をすることが望ましかったが，今回
はそれを実現することができなかった．
調査は半構造化インタビューとして行った．半
構造化インタビューとは，事前にある程度質問を
用意してそれを中心に尋ねていくが，用意した質
問だけではなく，話の展開に臨機応変に対応して，
話を掘り下げたり，新たな質問も試みたりするも
のである．
用意した質問が柱となるが，それらは主に以下
の通りである．
•子育てについて
•家庭について
•仕事について
•中能登町に住んでいる理由
•中能登町の子育て環境について
•中能登町の子育て支援政策について

対象者のプロフィールは以下のとおりである．
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年齢 職業 その他

A ３０代 ベビーマッサージ
教室

志賀町在住

B ３０代 農家民宿経営，弁
当販売

石川県外出身，元
地域おこし協力隊

C ４０代 発酵食アドバイ
ザー

石川県外出身

D ３０代 専業主婦 羽咋市出身

E ３０代 保育士 中能登町出身

表１ 子育て世代調査対象者のプロフィール

以下，ポイントとなることを整理して，インタ
ビュー調査の分析結果を記述する．

（１）住環境について
インタビューした方々は，中能登町の出身者で
ない方が多かった（中能登町出身者は１名のみ）．
では，なぜ中能登町に住まわれているかというと，
配偶者が中能登町ないしその近隣の出身者で，U
ターンしてきたという理由であった．ジェンダー
平等が言われる現在でも，やはり居住地は男性の
都合が優先されることが多いようである．そうす
ると，Uターン支援を積極的に進めると少子化対
策になることが考えられる．
インタビューした方の中で，比較的手頃で，よ
い住宅を手に入れることができるという理由で，
中能登町に転居してきたという方がいた．現在で
は，親と別居することが多く，そうであれば新居
を新たに購入しなければならない．魅力的な住宅
を整備することは，中能登町に住む人を増やすこ
とにつながる．

（２）仕事について
インタビューに応じていただいた方々は，１名
のみ専業主婦で，他の方々はみな，何らかの形で
仕事をしていた．
現代の女性は，家事のみで充足する方は少数で
ある．何らかの形で仕事をしたい，あるいは家庭
の外で自分のしたいことを実現したいと希望して
いる．そうした希望が実際に叶うことが，子育て
にもプラスに作用する．
その働いている中身や，働き方を聞くと，そう

した働き方は，地方であるからこそ実現できてい
るように思われる．正社員として会社勤めをする
というのではなく，それとは異なった働き方を地
方において実現できる可能性があるように思われ
る．そのためには，そうした女性の仕事を支援す
る仕組みがあることが望ましい．
そうした新たなタイプの住民が増えることによ
り，新たなライフスタイルが町の中に導入される
可能性がある．それが町の魅力を増し，活性化に
つながることも期待される．

（３）家族の協力
実家等が近くにあり，祖父母に預かってもらう
など，子育てへの協力を得られる環境の方が多
かった．また，特筆すべきこととして，今回イン
タビューした方々は，いずれも配偶者が積極的に
子育てをしているとのことであった．無論，そう
した配偶者の関与が，現代の子育てにおいては不
可欠である．とくに，多くの子どもを欲しいとなっ
た場合には，それに踏み切ることができるかは，
父親と母親でともに子育てできるかが重要な判断
材料になるだろう．
少子化が進んでいるとはいえ，実際には，理想
の子どもの数として，１人ないし２人ではなく，３
人以上欲しいと考える人もかなり多く存在してい
る７．けれども，現実的に，３人以上の子どもを
持つことはなかなか難しくなっている．母親が１
人で子育てに追いやられるのではなく，家族みな
で子育てができる環境にあることが，出生率の上
昇にとって重要である．

（４）ママ友について
先にも触れたように，今回インタビューした
方々は，中能登町出身でない方が多かった．そう
であるとするならば，町内にもともとの知り合い
が多くいたわけではない．けれども，インタビュー
を進めると，多くの方が「ママ友」を作っている
ようである．母親が孤立することなく，つながり
を作り出しながら，ともに子育てできる，そうし
た環境が重要である．ニュータウンや，保育施設
の送り迎えなど，顔を合わせる機会を多く持つこ
とが大切である．孤立が進む日本社会で，「ママ
友」のそうしたネットワークが，出生率向上に貢
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献すると考える．そのためには，意図的に，「マ
マ友」作りができる機会の提供も必要であろう．

（５）中能登町について
中能登町の自然環境，および社会環境を積極的
に評価する意見が多かった．子どもを育てるうえ
で，豊かな自然環境のもとで育てたいというのは
保護者の希望であるかもしれない．また，社会環
境として，治安がよく，安心安全に子育てをでき
るということも挙げられていた．
また，大きくはない町だとはいっても，近隣に
七尾市や羽咋市があって交通の便も悪くなく，金
沢にも１時間程度で行ける距離にあり，通勤も可
能である．そうした点で，特に不便を感じること
もなく，暮らしやすいと感じていることが伺えた．

（６）子育て支援政策の認識
保育施設が充実しており，延長保育や一時保育
などもあり，安心して保育サービスを利用できる．
その他に，子育てに関して経済的支援もあり，そ
うしたことは「ありがたい」との意見もあった．
中能登町では子育て支援が充実していることが
ある程度知られているようで，近隣自治体に住ん
でいた方が，新居として，あえて中能登町を選択
したという方もいた．魅力的な住環境とあわせて，
充実した子育て支援政策が，住まいを選ぶ際の誘
因になるようである．

４．３ 若者調査の分析
先にも述べたように，現在の若者が，中能登町
に住むことや，結婚すること，子どもを持つこと
などについてどのように考えているのかを知るこ
とが望ましい．こうしたことを明らかにするため
に，若者を対象として調査を試みた．しかしなが
ら，そもそも若い世代で，中能登町に在住してい
る方は限られているので，残念ながら，多くの若
者に聞き取り調査をすることはできなかった．若
者にインタビューできたのは１名に過ぎないので
情報としては必ずしも十分ではない．
インタビューした方は２０歳の女性であり，現在，
中能登町在住である．ここでは，Fさんとする．F
さんは高校を卒業後，公務員になることを目指し
ていたが，現在は進路を模索中とのことであった．

いまは，アルバイトをしているとのことである．
同学年の多くは，中能登町から出ており，中能登
町に残っている若者は必ずしも多くはないとのこ
とであった．
Fさんも，積極的に中能登町に残ったというわ
けではなく，むしろ一度は中能登町から出てみた
いとのことであった．
結婚は，漠然としたいとは思うが，具体的にイ
メージできるわけではないとのことである．また，
その際に，中能登町に戻ってくるかはわからない
とのことであった．
この例からも明らかなように，中能登町にずっ
と残るということは少数であり，高校卒業後には
多くの人が中能登町から出て行くということが想
定される．そうであるとするならば，そうして一
度中能登町を出た若者に，いかに中能登町に戻っ
てきてもらうのかを考えることが重要であるよう
に思う．
先にも述べたように，若者と言っても，色々な
タイプがいるので，今回の調査には大きな限界が
ある．能登地域には高等教育機関が存在していな
い．しかし，いまや日本では，男性女性ともに，
四年制大学進学率は５０％を超え，短大や専門学校
等を含めた高等教育機関への進学率は８３％を超え
ている．そうであるならば，一定期間，大半の若
者が地元を離れることになる．繰返しになるが，
そうして地元を離れた若者が，再び地元に戻って
くるかである．
課題としては，例えば進学や就職で，中能登町
を離れている若者にもインタビュー調査をするこ
とが望ましいだろう．
若者の高卒後の空間移動として，いくつかのパ
ターンが考えられる．まず，現在の居住地として，
①中能登町，②石川県内，③石川県外に分類する
ことができる．
また，進路としては，①学生と②就職に大別す
ることができる．
さらに，このうち，①中能登町に戻ることを考
えている人と②戻ることは念頭にない人，と分け
ることができるだろう．
本来であれば，このすべてのパターンについて
調査をすることが理想的であったが，今回はそこ
まですることは叶わないので，中能登町在住の方
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１名に聞き取り調査を行った．
繰り返すが，今回の調査が若者全体に当てはま
るわけではないので，この知見を一般化すること
はできない．しかし，そうであったとしても，中
能登町在住の若者の意識の一事例として参考にす
ることはできる．

４．４ 高校調査の分析
本研究においては，若者の動向を知る必要があ
り，特に高校卒業後の進路について把握したいと
考えた．そこで，中能登町の中学校を卒業する生
徒が進学する高校の進路調査を試みた．
対象としたのは，石川県立鹿西高等学校である
が，それは中能登町に存在する唯一の高等学校で
ある．現在の入学定員は１２０名である（石川県立
鹿西高等学校 ２０２０）．
中能登町にある中学校は町立の中能登中学校で
あり，令和３年度は１年生１６２名，２年生１７６名，３
年生１５０名の計４８８名となっている．おおよそ男女
比は２：３ぐらいで，女性の方が多い（中能登町
立中能登中学校 ２０２２）．
中能登町総合戦略人口ビジョンによると，町内
からの鹿西高校への進学者は平成２６年度で２４名と
なっており，必ずしも多くはない（中能登町 ２０２０）．
七尾市や羽咋市など，近隣自治体にある高校への
進学者がかなり多くなっていることがわかる．無
論，地元の高校は大切である．それゆえ，中能登
町では鹿西高校魅力向上支援施策が打ち出され，
平成３１年度で４４名の進学者を目標値として設定し
ている．逆に言うと，鹿西高校には町内以上に，
近隣自治体から通っている生徒が多いということ
になる．
鹿西高校においては，対面にて聞き取り調査を
実施することができた．対応してくださったのは，
校長と進路指導担当教員であった．
進路状況についてお話を伺うと，鹿西高校では，
多くの生徒が高等教育機関に進学しており，高校
卒業段階で就職するのは１０名を多少超える程度で
少数であるとのことであった．しかも，４年制大
学への進学が５～６割を占めているとのことであ
る．
進学先は，県内が多くを占めているが．中能登
町やその近隣である能登地域には高等教育機関が

存在しないため，多くの卒業生は金沢市等に進学
することになる．また，東海，関西，首都圏など
にも一定程度の進学者がいる．
最後に，若者の進路に関連する直接的な情報で
はないが，ニュータウンが人気で，子育て世代の
層が集まって，活性化しているとのお話が伺えた．
ニュータウンに住んでいない，いわば外部の人か
らも，そのように見えると言うことで，参考にな
る情報であった．
本来知りたかったことは，中能登町の若者がど
のような進路を取り，空間移動をしているのかを
把握することであった．その意味では，中能登町
出身者が限られている鹿西高校の調査のみでは不
十分で，他の高校でも調査を行うことが望まし
かったが，今回はそこまで手を伸ばすことはでき
なかった．また，中能登町から町外の高校に進学
した人々が，高校卒業後にどのような進路をとっ
ているのか，どのような土地で暮らしているのか
を把握することも望ましいが，今回の調査研究で
は手に余ることであった．今後の課題となろう．

４．５ 子育て支援担当部署調査の分析
中能登町の健康保険課子育て支援センターで子
育て支援を担当する２名の職員の方々にお話を伺
うことができた．
このインタビュー調査によって明らかになった
のは，職員の方々も，中能登町の子育て支援につ
いて，評価されていることであった．
とくに，子育て支援センターが設立されたこと
に関して，「ワンストップ」の支援が実現したこ
とを，重要なこととして評価されていた．子育て
支援センターにより，妊娠前から，出産，そして
就学前，就学ごと，一箇所で相談でき，情報も引
き継がれ，関係機関が連携できるということが可
能になった．子育て支援センターには，看護師や
助産師，保健師，保育士の資格を持っている方な
ど，さまざまな専門家がメンバーとなっている．
そのことによって，保護者のニーズに応えること
ができるとのことである．また，保護者にとって
も，手続きや相談など，１箇所で済ませられるこ
とになったので，負担が軽減したと考えられると
のことである．
この子育て支援センターは，確かに重要である
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と考えられる．いろいろなことにおいて，段階ご
とに対応するところが異なり，その段階が変わる
ごとの接続がうまく行われないということによっ
て，支援がスムーズに行われないということはき
わめてありがちなことである．したがって，まだ
その成果は明らかではないとはいえ，シームレス
な支援を実現できたことには，大きな意味がある
と考えられる．
保育に関しては，待機児童がいないことはもち
ろんであるが，さまざまなサービスが行われてお
り，中能登町では恵まれていることが明らかに
なった．
総体として，子育て支援の担当者も，中能登町
の子育て支援が以前よりも充実していることを実
感しているとのことであった．
その他，保護者の子育て環境について，担当者
の印象を伺ったが，子育てに関して母親が孤立す
るのではなく，配偶者やその他の家族，そして近
隣などの支援が得られているようであるとのこと
であった．
保護者の希望としては，子どもたちが遊ぶこと
ができる公園で，また，産婦人科と小児科の病院
が強く望まれているということであった．子ども
の場合，急に具合が悪くなったりすることも多い
ので，近くに病院があることは，親として切実な
願いであると理解できる．
以上の調査結果から，子育て支援の担当者は，
中能登町の子育て支援政策は一定の効果を有して
いると，手応えを感じているようである．

５ 考察
前節までの分析の結果から，出生率上昇の要因
を整理して提示する．

（１）ニュータウンの成功
ニュータウンは一つの成功要因だと考えられる．
実際に，ここは能登地区の中でも人気の住宅地に
なっているようである．例えば，かほく市なども
人口増を実現しているが，こちらも魅力的な住宅
が人を招き寄せる誘因となっているようだ．日本
では持家志向が高いことがよく言われるが，もち
ろん住宅は「高い」買い物であり，若い人にとっ
てはおいそれと手が出るものではない．なるべく

手頃な価格で住宅を購入することができることは，
非常に大きな魅力となると考えられる．

（２）子育てと仕事の両立
今回，インタビューした保護者の女性の多くは，
子育てをしながらも，仕事をしていた．しかし，９
時‐５時のような働き方をしている人は少なかっ
た．むしろ，子育てと仕事を両立できるような働
き方であり，それは都市部における正社員のよう
なものではなく，地域に住むことによって可能と
なっているように思われる．新たな形で，自分が
したいような仕事を見つける，あるいは作り出し
ていくことが可能なのではないだろうか．そして，
それが女性の人口を増やしていくための，非常に
重要な条件となると思われる．

（３）よい子育て環境
ここでの子育て環境とは，むしろ子育てをする
際の条件を意味している．子育て世代の保護者の
方々のインタビューから伺えたのは，子育てにお
いて周りの支援・協力を得られていることである．
それには，実家の支援も大きいと考えられるが，
とりわけ強く印象づけられたのは，配偶者の協力
である．無論，本来的に，「協力」という言葉は
適切ではない．家事のことはもちろん男性も行う
べきであるし，とりわけ子どもは男性と女性２人
による子どもであるので，２人がそれぞれ主体的
に「子育て」すべきことである．とはいえ，現状
では，日本の男性の家事労働時間は，世界最低レ
ベルであることから明らかなように，男性が子育
てに大きな役割を果たしているとはいえない．し
かし，インタビューをした子育て世代の女性たち
は，いずれも配偶者が子育てに協力的であること
を語ってくれた．とりわけ，共働き家庭であれば，
女性が子育てと仕事を両立させるために，配偶者
の協力は不可欠である．推測に過ぎず，検証する
必要があるが，中能登町の男性の働き方が，子育
てに時間をかけることができるようなものである
のかもしれない．例えば都市部であれば，通勤に
多くの時間を使わざるを得ない．その分の時間を
子育てに使えるかもしれない．そうしたこともプ
ラスと考えるべきである．
また，もう一つのよい環境として，同じく子育
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てをしている「ママ友」の存在が感じられたこと
である．今回の保護者は，中能登町出身者ではな
く，配偶者が中能登町出身で，仕事の都合なども
あって，中能登町に移住してきた方もいたが，そ
うした方でも「ママ友」を作ることができる環境
があることは重要である．特に，ニュータウンは，
同じような世代の方々が多く，そうした環境づく
りに貢献していることが伺えた．

（４）子育て支援政策の効果
最後に，中能登町の子育て支援政策は一定の効
果を上げているようである．それは子育て支援の
担当者の評価のみならず，子育て世代の方々から
もかなり評価されていて，中能登町の子育て支援
事業は，子育て世代の方々からかなり認識されて
いるようである．したがって，子育て支援事業は，
かなりプラスに働いていると考えることができる．

６ 出生率向上の条件
以上，中能登町における出生率上昇の要因につ
いて考察してきた．それを踏まえて，出生率を維
持・上昇させ，まちの活性化に貢献すると考えら
れるいくつかの政策について提言することとした
い．

（１）住環境の整備
魅力的な住宅は，若い世代が中能登町で住むこ
とを選択するにあたって，強い誘因となるようで
ある．日本では，住宅を所有することへの動機づ
けが強い．北陸地域では，特に持家率が高く，持
家志向が強いと考えられる．そこで，住むところ
を選びにあたって，魅力的な住宅が，非常に大き
な考慮すべき点となる．もちろん，住宅は高い買
い物となるだけに，手頃な価格で良質な住宅，住
環境に手が届くとするなら，それは若い世代に
とっては非常に大きな誘因となるだろう．
若い世代が，新しく開発されたニュータウンな
どに住むことによって，同じ子育て世代で「ママ
友」などが形成されやすいというような利点もあ
る．また，そうした若い世代の住民によって，中
能登町に新しいライフスタイルが導き入れるもの
となるかもしれない．適度な人びとのつながりが，
楽しく，幸せに暮らすイメージが創出されると，

それがより若い世代のよきモデルとなり，中能登
町での暮らしを選択する人も増えるのではないだ
ろうか．

（２）女性の就労支援
保護者の聞き取り調査において印象的であった
のは，多くの女性が仕事を何らかの形で継続して
いることであった．お話を伺う限り，どの方も働
く意欲は強く持たれていた．もちろん，子育てと
仕事の両立は簡単ではない．しかし，そうした願
望を尊重することが大切である．
出生率向上のためにも，女性の働く環境を整備
すべきであることは，すでにヨーロッパを参考に
して指摘されていることである．インタビューで
は，いわゆる正社員的な働き方をしている方は少
数であった．しかし，専業主婦であることと，何
らかの仕事をしていることには大きな違いが存在
している．現代の女性にとって，家庭の外で働く
ことは大きな意味を持つ．そのことをよく認識す
べきである．女性の働く環境を整えること，女性
が仕事をするチャンスを提供すること，それを支
援することが，女性にとって住みやすい，暮らし
たいと思わせるまちづくりに重要である．

（３）つながり創出
近年，社会関係資本ということに関心が持たれ
ている．人びとの間のつながりは，個人に便益を
もたらすだけではなく，コミュニティ自体を活性
化することにも大きな役割を果たしている．他方
で，社会関係資本が注目されるのも，逆に日本社
会では人々の孤立化が進んでいるからでもある．
それに関連して言うならば，育児に悩む母親も増
加していることが指摘されるところである．
中能登町では，「ママ友」の存在を確認するこ
とができたが，こうした環境を作り出す条件があ
ると考えられる．それをさらに強化するための支
援が望まれる．地域における諸資源を動員して，
つながりを生み出していくことが望まれる．もち
ろん，こうしたつながりは子育て世代のみならず，
まち全体を活性化することにつながるものである．
こうしたつながりを作り出すために，何が必要
であるのか．コミュニケーションをする機会と場
所である．いまや，近隣であっても，自然に人び
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とのつながりが生み出されるわけではない．つな
がりを作り出すための仕掛けが必要であり，コ
ミュニケーションの機会とそれを行える場所が何
らかの形で提供されることが望まれる．

（４）充実した経済支援
現代社会では子育てには非常に多くのお金がか
かることが現実である．大学進学率は男女とも
５０％を超えており，子どもが大学進学するまでサ
ポートすることを考えるならば，多額のお金がか
かることは多くの人びとに認識されていることで
あろう．石川県内には他県に比して大学は多く存
在しているが，能登地域には一つも高等教育機関
が存在しておらず，大学が多くある金沢市でも，
通学することを考えると容易ではない．
こうしたことを考慮するとするならば，やはり
子育てに対する経済的支援は，子どもを産み，育
てることに対して，プラスに作用すると考えられ
る．そのことは，保護者のインタビューでも触れ
られていた通りである．
もちろん，町の財政のこともあり，経済的支援
を実行することは容易ではないと考えられる．全
体的に，日本では，子どもに対して十分お金が使
われていないことはよく指摘されるところである．
こうしたサポートは，心強いもの，あるいはすで
に１人や２人の子どもがあるご家庭であっても，
さらにもう１人と踏み切る際に力強い支えとなる
と想像することができる．積極的な子育て支援，
特に経済的支援を行なっていることで知られる岡
山県奈義町の事例も参考になるのではないか．

（５）地域への愛着の醸成
最後に，当然のことであるが，地域住民が地域
への愛着をもてるようなことが肝要である．地域
への愛着が持たれることが，人びとが中能登町に
住み，暮らすことを選択するもっとも大きな要因
になるだろう．近年，若者の地元志向は以前より
高まっているとされる．若者は地元が嫌いなわけ
ではない．ただ，定着できるだけの基盤がなけれ
ば出ていってしまうし，戻ってこないだけである．
そのために，むろん，雇用が重要であることは言
うまでもない．だが，それだけでも足りない．仕
事は，他の土地にもあるからである．

では，地域への愛着を生み出すのは何か．それ
は，無論，地域についてよく知っており，そして
また地域の人と関わりがあることである．こうし
たことを，子どもの頃から親しむ機会を多く提供
することが必要であろう．

７ 結論
本研究では，中能登町において出生率が上昇し
た原因を探った．そのために，統計資料を分析す
るとともに，いくつかの聞き取り調査を行うこと
によって，どのようなことが出生率上昇に貢献し
ているのかを検討した．明確な形で結論を導き出
せたとは言えないが，おおよそ以下のことが出生
率上昇の要因と考えられる．
①魅力的な住宅
②「ママ友」の存在
③子育てと仕事の両立が可能な，女性が働きやす
い環境
④家族等による子育てへの協力など，良好な子育
て環境
⑤子育て支援事業の効果

しかし，厳密に言えば，以上の要因を明らかに
できたとまでは言えない．というのも，データに
よって仮説を検証できたわけではないからである．
今回は，少数の聞き取り調査の事例から結論を導
き出しており，むしろ，そうした事例から，出生
率上昇の要因に関する仮説を構築できたというと
ころに留まっている．調査票調査等のデータによ
り，今回構築された仮説を検証することが望まし
い．
さらに，今回の研究が有するいくつかの限界に
ついて触れておく．まず，すでに言及したが，子
育て世代の聞き取り調査の対象として，女性ばか
りを取り上げることになり，男性に調査を行うこ
とができなかったことが挙げられる．子どもを産
むのは女性とはいえ，子どもを作ることは女性の
みでできるわけではない．男性もいなければなら
ないのであり，もちろん，男性の意識や行動を把
握することも必要である．
もう一つ，若者の進路調査であるが，鹿西高校
を調べるだけでは必ずしも十分ではなかった．と
いうのも，中能登町出身者はごく一部に過ぎな
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かったからである．中能登町出身者が進学してい
る他の高校の調査か，あるいは全く別なやり方で
の状況把握が望ましいと考える．
最後に，若者への調査について触れたい．今回
は，１名の方への調査しか行うことができなかっ
た．若者の進路は多様であり，高校卒業後，中能
登町に住んでいない方々の意識を把握することも
必要であろう．以上は，今後の課題としたい．

謝辞
本論文は，中能登町との共同研究『中能登町人
口減少対策調査分析事業』の成果である．中能登
町役場の駒井秀士主査には，特にお世話になった．
記して感謝する．

〈注〉
１ 松田茂樹は，少子化が社会保障制度の維持の困難，労
働力ならびに消費の減少による国力の低下，地域社会
の担い手の不足などによって，社会の存続に危機的な
状況がもたらされることを論じている（松田 ２０２１）．

２ 出生率として使われるものには，普通出生率と合計特
殊出生率がある．普通出生率とは，人口１０００人あたり
の出生数である．対して，合計特殊出生率とは，１５歳
から４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので
あり，一般的には一人の女性が一生の間に生む子供の
数に相当する．本報告書は，特に断らない限り，出生
率という用語を使用した際に合計特殊出生率を指して
おり，普通出生率に言及するときには，明確に「普通
出生率」という言葉を使うこととする．

３ 国がさまざまな少子化対策を講じながらも，一向に効
果が現れないことについて，赤川学（２０１７）や山田昌
弘（２０２０）が論じている．

４ 専門的には，人口置換水準と呼ばれるものであり，「人
口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊
出生率の水準のこと」とされる（『デジタル大辞泉』）．
現在の日本では，人口置換水準は２．０７とされている（平
成１８年国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推
計人口」（https://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/suikei07
/P_HP_H1812_A/2-1-1.html）（２０２３年１１月２３日参照））．

５ 本研究における調査は，金沢大学の「人を対象とする
研究倫理審査」を受け，承認されたものである．

６ 機縁法とは，「アンケートやインタビュー調査などで，
調査を行う人が友人や知人などの紹介によって調査対

象者を選ぶ方法のこと」である（『デジタル大辞泉』）．
７ 中能登町が実施した子育てに関する調査でも，理想の
子ども数として３人を上げている方はかなりの割合を
占めている．

〈文献〉
相川哲也・酒田元洋・古矢一郎・角田リサ・長沼裕介・
立石憲彰・新藤宏聡，２０２２，『少子化対策と出生率に
関する研究のサーベイ－結婚支援や不妊治療など社会
動向の変化と実証分析を中心とした研究の動向－』，
ESRI Research Note No．６６．

赤川学，２０１７，『これが答えだ！少子化問題』筑摩書房．
阿藤誠，２０１７，「少子化問題を考える－少子化の人口学
的メカニズムを踏まえつつ」，『医療と社会』，２７（１）：
５‐２０．

石川県立鹿西高等学校，２０２０，『令和３年度 学校要覧』．
桐原康栄，２０２１，「少子化の現状と対策」，『調査と情
報』，１１６３：１‐１０．

松田茂樹，２０２１，『［続］少子化論』学文社．
内閣府，２００４，『平成１６年版 少子化社会白書』https://www
8.cao.go.jp/shoushi/shoushika/whitepaper/measures/w-2004/

pdf_h/pdf/g1020120.pdf（２０２２年３月２４日参照）
中能登町立中能登中学校， https://cms1.ishikawa-c.ed.jp/

nakanoj/home（２０２２年２月２４日参照）
中能登町，２０２０，『中能登町まち・ひと・しごと創生総
合戦略 中能登町人口ビジョン』．

山田昌弘，２０２０，『日本の少子化対策はなぜ失敗したの
か？－結婚・出産が回避される本当の原因』光文社．

山田昌弘・松田茂樹・施利平・永田夏来・内野淳子・飯
島亜希，２０１３，『夫婦の出生力の低下要因に関する分
析－「少子化と夫婦の生活環境に関する意識調査」の
個票を用いて』，ESRI Discussion Paper Series No．３０１．


